
                    

九都県市首脳会議「ナラ枯れ被害対策の推進について」に係る 

要望活動の実施について 

 

令和４年４月２０日（水）に開催された第８１回九都県市首脳会議におけ

る合意に基づき、本村 賢太郎 相模原市長が、九都県市(埼玉県、千葉県、東

京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市)を代表し

て、ナラ枯れ被害対策の推進について、国に対して要望活動を実施しますので、

お知らせします。 
 

１ 日  時  令和４年６月１４日(火)午前１０時００分 

２ 場  所  農林水産省（本館） 

３ 面 談 者  中村 裕之 農林水産副大臣 

４ 提 出 者  本村 賢太郎 相模原市長 

５ 同 席 者  あかま 二郎 衆議院議員 

６ 要望内容  別紙１のとおり 

７ 報道取材について 

  農林水産省内での取材を希望される場合は、６月１３日(月)午後５時まで

に別紙２の取材申込書により、広域行政課あてにＦＡＸ（０４２－７５４－

２２８０）で、御連絡ください。 

  当日は、冒頭（要望書の手交）のみ報道関係者へ公開します。 

  なお、取材にあたっては、腕章の着用をお願いします。 

 

 

 

令和４年６月１０日 

相模原市発表資料 

問い合わせ先 

  広域行政課 電話：０４２－７６９－８２４８ 



 
 

 

ナラ枯れ被害対策の推進について   
 

一都三県におけるナラ枯れ被害は、令和元年度には前年度比で約２倍、

令和２年度には前年度比で約１２倍と近年急拡大しており、令和３年度

以降においても引き続き多くの被害が確認されている。市街地では特に

公園や緑地の被害が多いことから、倒木や落枝等による人的・物的被害

を未然に防止する取組が必要となっており、また、景観の悪化や中山間

地域では山地災害防止機能や水源涵養機能への影響も懸念されている。  
こうした中、地方自治体においては、森林病害虫等防除事業費補助金

を活用するなどして、ナラ枯れ被害対策に全力で取り組んでいるが、財

政負担の増大により、十分な対策を講じることが困難となっている。ま

た、ナラ枯れ被害材は被害拡大防止措置を講じる必要があることから、

処分に要する費用も大きな負担となっている。  
今後、他の地域への拡大も懸念される中、被害の拡大防止に当たって

は、民有地を含めた被害拡大予測に基づく効果的な予防策や自治体間の

連携等による広域的な対策も重要となるため、国からの情報提供や技術

的支援のさらなる拡充が求められる。  
さらに、ナラ枯れ被害がこのように拡大した背景として、燃料革命以

降、薪炭林等の利用が減少し、ナラ類をはじめとした広葉樹が放置され

たことなどにより大径木が増えたことが大きな要因と考えられるが、被

害拡大に歯止めをかけるためには、長期的な視点に立った適正な森林の

保全・管理を行うことが重要である。  
ついては、ナラ枯れ被害対策の推進について、次のとおり要望する。  

 
１ 森林病害虫等防除事業費補助金について、防除及び危険木の除去を

含めた対策を講じることができるよう、財政支援をより一層充実・強

化すること。また、公園や緑地において、地域の実情に合ったナラ枯

れ対策ができるよう新たな補助制度の創設も含め検討すること。  
 

別紙１  



 
 

 

２ 資源循環の観点から、ナラ枯れ被害材の効率的・効果的な利活用方

策に係る情報提供など、地方自治体の取組に対する支援を行うこと。  
 
３ ナラ枯れ被害対策に当たっては、被害拡大予測に基づく予防策や都

道府県域をまたぐ広域的な対策が重要なことから、効果的な対策を行

うための情報提供や技術的支援を行うこと。  
 
４ ナラ枯れ未被害地域における被害予防を目的とした森林整備など、

大径木化を防ぐための樹林管理の仕組みづくりや支援制度について

検討すること。 

 

 

令和４年６月１４日 

 

農林水産大臣 金 子 原二郎 様 

国土交通大臣 斉 藤 鉄 夫 様 

 

 

九都県市首脳会議 

座長 埼 玉 県 知 事 大 野 元 裕 

 千 葉 県 知 事 熊 谷 俊 人 

 東 京 都 知 事 小 池 百合子 

 神奈川県知事 黒 岩 祐 治 

 横 浜 市 長 山 中 竹 春 

 川 崎 市 長 福 田 紀 彦 

 千 葉 市 長 神 谷 俊 一 

 さいたま市長 清 水 勇 人 

 相 模 原 市 長 本 村 賢太郎 

 



別紙２ 

 

相模原市 市長公室 広域行政課 宛 

取 材 申 込 書 

（６月１４日 相模原市長 九都県市首脳会議要望） 

 

 

※令和４年６月１３日（月）午後５時までに御提出ください。 

 

■報道機関・代表者氏名・人数 

 

報道機関 代表者氏名 人数 農水省記者クラブ 

 (ふりがな) 

人 
□所属している 

□所属していない 
 

 

 

■要望終了後のぶら下がり取材について 

      □希望する     □希望しない 

 

■連絡先 

 電話番号 

 

 

 FAX 番号 

 

 

E メールアドレス 

 

 

 
問合せ先 

相模原市 市長公室 広域行政課 

電話 ０４２－７６９－８２４８ 

F A X ０４２－７５４－２２８０ 

電子メール kouikigyousei@city.sagamihara.kanagawa.jp 

送付書不要 

FAX：０４２－７５４－２２８０ 

mailto:kouikigyousei@city.sagamihara.kanagawa.jp

